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１．ソーシャル・キャピタルとは

○人々の協調行動を活発にすることによって、社会の効率性を高めることのできる、
「信頼」「規範」「ネットワーク」といった社会組織の特徴

〈アメリカの政治学者、ロバート・パットナムの定義〉

２．ソーシャル・キャピタルと市民活動との関係

○物的資本 (Physical Capital) や人的資本 (Human Capital) などと並ぶ新しい概念

（参考） 人的資本は、教育によってもたらされるスキル・資質・知識のストックを表す個人の属性

● 市民活動の活性化を通じて、
ソーシャル・キャピタルが培養
される可能性

● ソーシャル・キャピタルが豊か
ならば、市民活動への参加が
促進される可能性

ソーシャル・キャピタル
の各要素と市民活動
量とは正の相関関係

＊出典：コミュニティ機能再生とソーシャル・キャピタルに関する研究調査報告書
（内閣府経済社会総合研究所編 平成１７年８月） １



（１） 欧州（ＯＥＣＤ、英国、アイルランド）におけるソーシャル・キャピタルに対する認識

共通認識 ● 政策効果や経済・社会にとって非常に重要なもの

● 持続可能なコミュニティの構築や地域発展のツール
● コミュニティを結束させる潤滑油
● 物事をとらえるレンズ

概念理解

効果認識
●経済成長や社会的イノベーション
●開発や地域のキャパシティ構築
●自主的参加の促進

（２） 英国におけるソーシャル・キャピタルに関する政策提言とその実施状況の例

３．欧州におけるソーシャル・キャピタルの状況

政策レベル 政策分野・提言された政策 実施状況

・家族と子育てへの支援拡大 ・条件不利地域でのＳｕｒｅＳｔａｒｔプログラム （子育てを行う親に関する支援など）
・家族の支援、親の関心、チャイルドケア戦略

・メンタリング ・実施している

・潜在的犯罪者への取り組み ・犯罪者に対するコミュニティ戦略：リハビリテーション
・社会的公正、社会的ネットワーク、信仰
・若者に対するプログラム

・ボランティアの促進 ・条件不利地域における子どもや高齢者を対象に実施

・ＩＣＴネットワーク ・ＩＣＴにより、取引コストが下がり、信頼を築き、ネットワークが拡大できる。

・読書グループ、インフォーマルグループ ・実施している
に対する支援
・ストリート文化、カフェ文化の促進 ・実施している

・市民教育のさらなる推進 ・活動的な学習者プログラム

・コミュニティ・サービス ・e-Bay 対コミュニティのネットワーク

国家・マクロ
レベル

コミュニティ・
メゾレベル

個人・
ミクロ
レベル

２（出所）内閣府ホームページ



４．我が国とソーシャル･キャピタル

構成要素 (サブ指標） 採用する個別指標

Ⅰ．つきあい・交流 (近隣でのつきあい）

（社会的な交流）
単純平均値を算出

↓
つきあい・交流指数

(ⅰ)隣近所とのつきあいの程度
(ⅱ)隣近所とつきあっている人の数
(ⅲ)友人･知人とのつきあいの頻度
(ⅳ)親戚とのつきあいの頻度
(ⅴ)スポーツ・趣味・娯楽活動への参加状況

Ⅱ．信頼 (一般的な信頼）
(相互信頼・相互扶助）

単純平均値を算出

↓
信頼指数

(Ⅵ)一般的な人への信頼
(Ⅶ)近所の人々への信頼度
(Ⅷ)友人・知人への信頼度
(Ⅸ)親戚への信頼度

Ⅲ．社会参加 (社会活動への参加）
単純平均値を算出

↓
社会参加指数

(Ⅹ)地縁的な活動への参加状況
(ⅺ)ボランティア活動者率
(ⅻ)人口一人当たり共同募金額

各構成要素における個別指標

統合指数
(Ⅰ～Ⅲの個別指数の単純平均値）

出典：平成19年度版国民生活白書 ３



(備考) １．内閣府「ソーシャル･キャピタル：豊かな人間関係と市民活動の好循環を求めて」(2003年）
および厚生労働省「人口動態統計」（2003年）により作成。

２．ソーシャル・キャピタル指数と合計特殊出生率の関係を都道府県別データで回帰分析を行った結果。
３．分析結果

ｙ＝0.124× ＋ 1.360 自由度調整済み決定係数＝0.374
(5.336) (95.023) ※( )内はｔ値

出典：平成19年度版国民生活白書 ４

ソーシャル・キャピタルと合計特殊出生率の相関
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NPO法人の認証数累計と増加数

○ 1998年のNPO法の施行以来、NPO法人の認証数累計は年々拡大し、2009年に
は38,997となっている。

５．ＮＰＯ法人の認証事業数の推移

５（出所）内閣府ホームページ



６．活動の種類別のNPO法人数とその推移 （雇用支援に係る法人数）

活動の種類別の認証を受けたNPO法人数（複数回答）

法人数（12月31日時点） 種類別構成 増加数 増加率

2000 2005 2009 2009 05-09 05-09

全体 3,156 24,763 38,997 100.0 14,234 57.5

第１号 保健・医療又は福祉の増進を図る活動 2,000 14,092 22,524 57.8 8,432 59.8

第２号 社会教育の推進を図る活動 1,179 11,640 18,020 46.2 6,380 54.8

第３号 まちづくりの推進を図る活動 1,027 9,947 16,023 41.1 6,076 61.1

第４号 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動 800 7,954 12,909 33.1 4,955 62.3

第５号 環境の保全を図る活動 820 7,144 11,193 28.7 4,049 56.7

第６号 災害救援活動 255 1,628 2,481 6.4 853 52.4

第７号 地域安全活動 235 2,313 3,901 10.0 1,588 68.7

第８号 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 447 3,775 6,158 15.8 2,383 63.1

第９号 国際協力の活動 757 5,255 7,613 19.5 2,358 44.9

第10号 男女共同参画社会の形成の促進を図る 281 2,215 3,251 8.3 1,036 46.8

第11号 子どもの健全育成を図る活動 997 9,810 15,996 41.0 6,186 63.1

第12号 情報化社会の発展を図る活動 - 1,800 3,460 8.9 1,660 92.2

第13号 科学技術の振興を図る活動 - 890 1,922 4.9 1,032 116.0

第14号 経済活動の活性化を図る活動 - 2,428 5,443 14.0 3,015 124.2

第15号 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動 - 2,981 7,523 19.3 4,542 152.4

第16号 消費者の保護を図る活動 - 1,068 2,248 5.8 1,180 110.5

第17号 全各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関
する連絡、助言又は援助の活動

1,057 11,069 17,926 46.0 6,857 61.9

（出所）厚生労働省ホームページ

活動の種類別の認証を受けたNPO法人数（複数回答）

６



７．厚生労働省におけるＮＰＯ法人の活用について（概要）

【地域における雇用創出】
・都道府県に造成した基金を活用し、地域の実情や創意工夫に基づき雇用機会を創出する事業

（ふるさと雇用再生特別基金事業、緊急雇用創出事業、重点分野雇用創造事業）

【障害者の就業・生活支援】
・障害者の職業生活における自立を図るため、就業面及び生活面における一体的な支援を行う事業等

※平成21年度に実施した247箇所のうち、ＮＰＯ法人の運営は15箇所、22年度は271箇所のうちＮＰＯ法人の運営は16箇所（22年５月１日現在）

【職業訓練・就業支援】
・公共職業訓練、基金訓練（緊急人材育成支援事業）において、ＮＰＯ法人等を活用した訓練を実施

※ＮＰＯ法人が実施する基金訓練は、平成21年度は52コース、1,140人分、22年度は301コース6,352人分（８月24日現在）

【ニート等の若者支援】
・ニート等の若者の職業的自立を支援するため、地方自治体との協働により、地域若者サポートステーションを設置し、専門相談、
就職プログラムなどの総合的な支援を実施。

※平成21年度における地域若者サポートステーションを運営するＮＰＯ数は43法人、22年度は46法人

【子ども・子育て支援】
・公共施設等の地域の身近な場所で子育て親子の交流促進や相談等を実施する事業、放課後児童クラブの運営等

※地域子育て支援の拠点5,199箇所のうち、244箇所をＮＰＯが運営（平成21年度）。
※この他指定管理者として市町村から管理運営の委任を受けているものあり

【医療・介護】
・市区町村において施設整備、地域支援事業を行う場合、市区町村に対し助成

※市区町村において事業を実施する際に、ＮＰＯを活用する場合あり

【自殺対策】
・自殺対策に取り組む民間ボランティア団体の活動の支援

※ＮＰＯ法人の支援数は、平成21年度については６法人、22年度については５法人

【中国残留邦人支援】
・中国残留邦人が生き生きと暮らすことができるよう、地域における施設や活動等をネットワーク化し、日本語教育支援事業等の
地域支援を促進する事業

【地域福祉・ホームレス対策等】
・ひきこもりの相談窓口の整備、子どものいる生活保護世帯の自立支援、一人暮らし世帯等が地域で安心して暮らせるための、見守り、
買い物支援などを行う安心生活創造事業等

※対象ＮＰＯ法人はひきこもり対策で平成21年度は４法人、22年度は４法人（８月２日現在）、安心生活創造事業で平成21年度１法人
ホームレスやホームレスになるおそれのある方に対する巡回相談、宿所の提供、生活指導等を一体的に行う事業
※対象ＮＰＯ法人は平成21年度で27法人 ７（出所）厚生労働省ホームページ



（１）Ｔ保健総合センターにおける自主グループの例

健やか親子
＜双子の会＞

双子の親子が集まり、情報交
換や交流をしている。
＜すみれの会＞

ダウン症を持つ母親の会。病
気や訓練、進学のことなど情
報交換を行っている。

がん
＜胃交会＞

胃を切った本人やその家族が
集まり情報交換をしている。後
遺症の対応方法や医師を囲
んでの学習・交流を行っている。

難病
＜虹の会＞

網膜色素変性症の患者と家族の会。交流
会で励まし合うとともに、ハイキングや納涼
会等を行っている。
＜パーキンソン病交流会＞

パーキンソン病についての学習や情報交換、
悩みや疑問を話し合いながら交流している。

健康な地域社会
＜脂っとる会＞

高脂血症改善、生活習慣病予防の為の活動をして
いる会。調理実習、体操、ウォーキングなどを行って
いる。
＜健美会＞

健康大学ＯＢが発足し、血糖値と体重をコントロー
ルし、メタボリックシンドロームの予防を目的とした
自主グループ。メタボリックシンドローム等に関する
学習や運動を仲間と一緒に行っている。
＜エミエル健康クラブ＞

生活習慣病予防、体力保持を目的とし、無理なく楽
しい運動をしている。

＜健康ファミリー会＞

家庭保健（自分と家族の健康づくり）を考えていく会。テーマを設
定して学習や話し合いをしている。
＜元気おやじの会＞

熟年男性が食の安全、ヨーガ等テーマをきめ学習と交流をして
いる。
＜シニア大学ＯＢ会＞

シニア大学ＯＢが健康に関する各種講座や、テニス、水中運動
等の体を動かすプログラムをやっている。
＜一歩の会＞

定年退職後の地域デビューを目指す会。健診の振り返りや転倒
予防体操等を行っている。
＜すこやか＞

健康大学のＯＢが結成し、心身ともに元気ですこやかに生活す
るためにどうすればよいかをテーマに活動している。

Ｔ管内人口 196,418人（89,642世帯）Ａ自治体 641,888人（300,892世帯） 平成22年1月現在

８
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（２）兵庫県における救急利用の適正化に向けた取組例

９



（３）市営ひかりが丘住宅「あんしんネットワーク」の取組例

（横浜市旭福祉保健センター 高齢・障害支援課）

全国の郊外型の団地と同様、孤立死が発生していた市営ひかりが丘住宅の状況を改善するため、地域関係者が地域づくりに取り組ん
でいる。

１ 地区の状況

日ごろから民生委員の心配や不安を聞くことで、民生委員の活動を支援。市営ひかりが丘住宅の民生委員は、ほぼ全世帯の状況を把

握しており、昼夜を問わず緊急対応を行うなど、献身的な活動を行ってきたところである。しかし、孤立死の発生を事前に察知することがで
きず、疲弊している状態であった。また、自治会役員やその他の地域活動団体が、個々に高齢者支援を行っていたため、民生委員活動と
の連携を図る必要があった。
そこで、地域の役員に、地域全体で孤立死の予防について課題を共有し、取り組みを進めることとした。

２ 経 過

自治会、地区社会福祉協議会、民生委員等の地域関係者、地域周辺にある小中高校、宅配事業者、商店、郵便局、タクシー会社、医
療機関、施設、交番、消防署等とともに、課題検討の場として「ひかりが丘あんしんネットワーク推進会議」を設置し、誰もが安心して暮ら
し続けることができる地域づくりを目指して次の活動を行っている。

（１）地域活動の活性化の取り組み 簡易な家事支援（買い物支援、掃除、食事会の開催等）
（２）防災あんしんカードの作成による要支援者の把握
（３）高齢者が気軽に参加でき、地域とのつながりを感じることができるサロン活動
（４）啓発活動 ・推進会議のメンバーが異常を発見した際に協力する体制づくり、

・学校、住民から公募したシンボルマーク・キャッチフレーズによる啓発活動
・民生委員を中心に「劇団ひかり」を結成し寸劇による見守りの啓発活動

３ 取 組

これらの活動により、住民同士の見守り意識が向上し、孤立死など異常の早期把握が進んだ。また、関係者の連携が強化され、異常発
見時の対応が迅速となった。
22年12月に地域包括支援センターが開催した「死」に関する学習会への参加者が会場一杯になるなど、取組に対し、地域住民の関心が
高まった。

４ 成 果

１０


